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洋野町 

久慈市

洋野町 

野田村 

普代村 

田野畑村 

岩泉町 

宮古市 

山田町 

大槌町 

釜石市 

大船渡市 

陸前高田市 

≪岩手県の概況≫ 

人口：1,330,657 人 

面積：15,278.89 ㎡ 

世帯数：505,719 世帯 

※平成 22 年 10 月 1 日現在 

岩手県沿岸市町村位置図 
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Ⅰ 本県の被害概況  

 

 
被 害 の 区 分 被 害 備 考 

人的被害 

死者数 4,665 人  

行方不明者数 1,428 人 認定死亡者 1,224 名含む 

負傷者 188 人 一部、把握できていない市町村がある。 

家屋被害 全・半壊 24,721 棟 住家のみ 

産業被害 

（推計額） 

 

※11/2現在 

農業被害 594 億円 農地・農業用施設 545 億円、農業施設 28 億円等 

林業被害 274 億円 林業施設 221 億円、森林 37 億円等 

水産業・漁港被害 3,981 億円 
漁港 2,859 億円、漁船 338 億円、 
水産施設等 365 億円等 

工業（製造業）被害 890 億円 
津波による流出・浸水被害の推定額であり、地
震による被害は含めていない。 

商業（小売・卸売業）被害 445 億円 

観光業（宿泊施設）被害 326 億円 

計 6,510 億円  

公共土木 

施設被害 

 

※7/25現在 

河川・海岸・道路等施設整備 1,723 億円 海岸 1,289 億円、道路 252 億円、河川 147 億円等 

都市・公園施設被害 405 億円 下水道 306 億円、公園 99 億円 

港湾関係施設被害 445 億円  

計 2,573 億円  

   出典：岩手県災害対策本部調べ 

（参考）資本ストックの被害推計                   （単位：10 億円） 

 
推定資本
ストック 

Ａ 

推定資本ストック被害額 
合計 
Ｂ 

被害率 
Ｂ／Ａ 生活・社会

インフラ 
住宅 製造業 その他 

内陸部 26,369 457 22 64 211 754 2.9％ 

沿岸部 7,449 1,943 607 191 781 3,522 47.3％ 

合 計 33,818 2,400 629 255 992 4,276 12.6％ 

出典：株式会社日本政策投資銀行推計 

１ 地震及び津波の概要  出典：岩手県災害対策本部調べ 

項  目 東北地方太平洋沖地震 宮城県沖を震源とする余震 
発 生 日 時 平成 23 年３月 11 日(金)14 時 46 分頃 平成 23 年４月７日(木)23 時 32 分頃 

震 央 地 名 三陸沖(北緯 38°06.2′､東経 142°51.6′) 宮城県沖(北緯38°12.2′、東経141°55.2′) 

震源の深さ 24ｋｍ 66ｋｍ 

規   模 マグニチュード 9.0 マグニチュード 7.1 

本県の最大
震度 

震度 6 弱：大船渡市、釜石市、滝沢村、 
     矢巾町、花巻市、一関市、奥州市、 

藤沢町 

震度 6 弱：大船渡市、釜石市、矢巾町、 
一関市、平泉町、奥州市 

津波の最大
波 

宮 古 11 日 15 時 26 分 8.5ｍ以上 
釜 石 11 日 15 時 21 分 4.2ｍ以上 
大船渡 11 日 15 時 18 分 8.0ｍ以上 
久慈港          8.6ｍ（推定値） 

－ 
 

 

写真：壊滅的被害を受けた陸前高田市 

 ２ 被害の状況（人的及び家屋被害は平成 23 年 11 月４日現在、それ以外は区分欄に記載のとおり） 
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３ ライフライン被害の状況 
区分 最大被害状況 復旧状況 

停電 約 76 万戸 復旧完了（5/28 復旧） 

ガス供給停止 約 9 千 4 百戸 供給停止なし（4/26 復旧） 

断水 約 18 万戸 復旧完了（7/12 復旧完了） 

電話不通 約 6 万 6 千回線 サービス中断中の通信ビルなし（4/17 復旧）※ 

   ※加入者宅と通信ビル間の回線切断等により、利用できない場合がある。 

   出典：岩手県災害対策本部調べ 

 

４ 市町村別の被害状況（平成 23 年 11 月４日現在） 

田野畑村

岩泉町

山田町

宮古市

大槌町

釜石市

住田町

陸前高田市

大船渡市

一戸町

九戸村

軽米町

二戸市

野田村

普代村

洋野町

久慈市

滝沢村

紫波町

岩手町

葛巻町

雫石町

八幡平市

矢巾町

盛岡市

平泉町

金ケ崎町

西和賀町
遠野市

一関市

奥州市

北上市

花巻市

 

 

 

 

【洋野町】 
 家屋倒壊 26 

【久慈市】 
 死者 2 
 行方不明者 2 
 負傷者 10 
 家屋倒壊 276 
 

【野田村】 
 死者 38 
 負傷者 17 
 家屋倒壊 479 

【普代村】 
 行方不明者 1 
 負傷者 1 

【田野畑村】 
 死者 14 
 行方不明者 16 
 負傷者 8  
 家屋倒壊 270 
 

【岩泉町】 
 死者 7 
 家屋倒壊 197 

【宮古市】 
 死者 420 
 行方不明者 118 
 負傷者 33 
 家屋倒壊 4,675  
 

【山田町】 
 死者 604 
 行方不明者 175 
 負傷者 不明  
 家屋倒壊 3,167  
 

【大槌町】 
 死者 802 
 行方不明者 520 
 負傷者 不明  
 家屋倒壊 3,717 
 

【釜石市】 
 死者 885 
 行方不明者 184 
 負傷者 不明  
 家屋倒壊 3,627 

【大船渡市】 
 死者 339 
 行方不明者 98 
 負傷者 不明  
 家屋倒壊 3,629  
 

【陸前高田市】 
 死者 1,554 
 行方不明者 303 

負傷者 不明  
 家屋倒壊 3,341  
 

【内陸市町村計】 
 行方不明者 11 
 負傷者 119 
 家屋倒壊 1,317  

【県 計】 

■避難者（避難者ピーク時：3/13  54,529 人） 
10 月７日に全ての避難所が閉鎖されました。 

 （参考） ※平成 23 年 11 月１日時点 
  県内内陸親類宅等に移った被災者  2,866 人 

 他都道府県に移った被災者     1,598 人 

【県 計】（平成 23 年 11 月４日現在） 

■死者 4,665 人 ■行方不明者 1,428 人 

■負傷者 188 人 ■家屋倒壊 24,721 棟 
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Ⅱ 岩手県における東日本大震災復興計画  

１ 岩手県東日本大震災津波復興計画の概要 

 

 

県では、今回の大地震とそれに伴う巨大津波からの復興を進めるため、発災１ヶ月後の平

成23年４月11日には第１回の「岩手県東日本大震災津波復興委員会」を開催、計画づくりに

着手し、平成23年８月11日、「岩手県東日本大震災津波復興計画」を策定しました。 

この計画は、復興委員会等における専門的な審議やパブリックコメント、地域説明会等で

の意見などを踏まえ、県議会での承認を経て、県として策定したものです。 
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【復興の目指す姿と３つの原則】 

 ○復興の目指す姿 

いのちを守り 海と大地と共に生きる

ふるさと岩手・三陸の創造

安全で安心な防災都市・地域づくりによる復興を実現する。

「ふるさと」が「ふるさと」であり続けることのできるよう、地域社会づくりを通じ
た復興を実現する。

被災者一人ひとりに寄り添う人間本位の復興を実現する。

三陸の海が持つ多様な資源や潜在的な可能性などの特性を生かした復興を実現する。

多様な参画による開かれた復興を実現する。

復興に向けての考え方

 
 

 

 

 

復興に向けた３つの原則 

 津波により再び人命が失われる
ことのないよう、多重防災型ま
ちづくりを行うとともに、災害
に強い交通ネットワークを構築
し、住民の安全を確保する。 

住宅の供給や仕事の確保など、地
域住民それぞれの生活の再建を図
る。 
 
さらに、医療・福祉・介護体制な
ど、生命と心身の健康を守るシス
テムや教育環境の再構築、地域コ
ミュニティ活動への支援などによ
り、地域の再建を図る。 

生産者が意欲と希望を持って生産活動
を行うとともに、生産体制の構築、基盤
整備、金融面や制度面の支援などを行う
ことにより、地域産業の再生を図る。 

さらに、地域の特色を生かした商品やサ
ービスの創出や高付加価値化などの取
組を支援することにより、地域経済の活
性化を図る。 

「なりわい」
の再生

「暮らし」
の再建

「安全」
の確保

 

【「目指す姿」の実現に向けた取組の体系】 

三
陸
創
造
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

Ⅰ

生
活
・
雇
用

Ⅰ

防
災
の
ま
ち
づ
く
り

Ⅲ
 

教
育
・
文
化

Ⅱ
 

保
健
・
医
療
・
福
祉

Ⅱ
 

商
工
業

Ⅲ

観
光

Ⅰ
 

水
産
業
・
農
林
業

Ⅳ
 

地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

Ⅴ
 

市
町
村
行
政
機
能

Ⅱ
 

交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

「
暮
ら
し
」
の
再
建

「
安
全
」
の
確
保

「
な
り
わ
い
」
の
再
生

Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅰ Ⅱ Ⅲ

 

○３つの原則 
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【復興実施計画の施策体系】 

「
安
全
」
の
確
保

災害に強く安全で安心な暮らしを支える防災都市・地域づくり

取組項目分野
構成事業数

（第1期事業計画）

Ⅰ 防災のまちづくり

Ⅱ 交通ネットワーク 災害に強い交通ネットワークの構築

46

故郷への思いを生かした豊かで快適な生活環境づくり

「暮
ら
し
」の
再
建

Ⅰ 生活・雇用

被災者の生活の安定と住環境の再建等への支援

雇用維持・創出と就業支援

Ⅱ 保健・医療・福祉

災害に強く、質の高い保健・医療・福祉提供体制の整備

健康の維持・増進、こころのケアの推進や要保護児童等への
支援

Ⅲ 教育・文化

きめ細かな学校教育の実践と教育環境の整備・充実

文化芸術環境の整備や伝統文化等の保存と継承

社会教育・生涯学習環境の整備

スポーツ・レクリエーション環境の整備

Ⅳ 地域コミュニティ 地域コミュニティの再生・活性化

Ⅴ 市町村行政機能 行政機能の回復

「な
り
わ
い
」の
再
生

Ⅰ 水産業・農林業

Ⅱ 商工業

Ⅲ 観光

漁業協同組合を核とした漁業、養殖業の構築

地域の木材を活用する加工体制等の再生

地域特性を生かした生産性・収益性の高い農業の実現

漁港等の整備

産地魚市場を核とした流通・加工体制の構築

ものづくり産業の新生

中小企業等への再建支援と復興に向けた取組

復興の動きと連動した全県的な誘客への取組

観光資源の再生と新たな魅力の創造

18

7

21

16

38

12

16

11

6

10

20

5

16

29

13

36

17

30

41

19

13

※事業数は、再掲事業
を含みます。

構成事業数計：441事業（再掲除き388事業）
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２ 岩手県東日本大震災津波復興計画の進行管理 

 

 

 

第２期復興実施計画

～本格復興期間～
（平成26年度～平成28年度）

第１期復興実施計画

～基盤復興期間～
（平成23年度～平成25年度）

第３期復興実施計画

～更なる展開への連結期間～

（平成29年度～平成30年度）

復
興
基
本
計
画

総括・検証

総括・検証

い
わ
て
県
民
計
画

復興の目指す姿の実現

年１回

年４回

○復興に関する「県民意識調査」の実施

○ 「いわて復興インデックス」（仮称）に
よる地域の復興状況等の把握

○復興計画の施策体系・事業に
基づく進捗管理

県民
意識

客観
指標

事業
進捗

年２回

○代表的な取組・事業の進捗状況の
公表

毎月

復興計画進行管理のツール
重層的・多面的な

進行管理

政策評価との連携

○ 「いわて県民計画」次期アクションプラン（政策編）
に基づく政策評価・事務事業評価との連携
（県民計画推進の観点に立った復興施策の評価）

○復興施策の「県民協働型評価」による評価
（「開かれた復興」の観点からＮＰＯ等との協働に
より復興施策を評価）

政策
評価

開かれた
復興

復興委員会県議会 復興本部員会議 シンポジウム等報告

 
 

 
（１）復興に関する「県民意識調査」の実施 

○ 基本的な考え方 

被災者一人ひとりに寄り添う「人間本位の復興」の観点から、被災者の状況、復興に関

する意識、行動等を把握するための調査を継続的に実施します。 

○ 方法 

被災者をはじめとした県民アンケートを継続的に実施し「定点観測」を行うことにより、

計画に掲げる「復興の目指す姿」に対する到達感や、復興に対する意識、行動等を把握し

ます。 

 迅速な復興を達成するためには、復興計画の実効性を高め、その着実な推進を図る

ことが必要です。そのために、県の復興計画の進行管理については、計画のマネジメ

ントサイクルに基づき、施策や事業の実施状況や進捗状況を明らかにするとともに、

重層的・多角的な進行管理を行い、次に実施する取組につなげていきます。 

【進行管理の方法】 
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（２）「いわて復興インデックス（仮称）」（客観指標）による地域の復興状況等の把握 

各種統計データを活用し、本県全体及び沿岸部の被災12市町村における被災後の復旧・復

興状況の推移を示す客観指標としての復興インデックスを作成・公表します。 

 

 

（３）復興計画の施策体系に基づく進捗管理 

復興計画の施策体系及び構成事業（復興に向けた３つの原則、10 分野の取組、22 の取組

項目、第 1 期実施計画事業の 441（再掲事業を除き 354）事業）に基づき、進捗状況を把握

し、公表します。 

 

（４）政策評価と連携した進捗管理 

平成 23 年度中に策定予定の「いわて県民計画」（長期計画：平成 21 年度～平成 30 年度）

の次期アクションプラン（政策編）においては、各政策項目に復興に係る主な取組等が盛り

込まれ、その政策評価を通じて、復興に関連する施策を PDCA サイクルで評価・推進するこ

ととなっております。 

また、多様な主体との連携による「開かれた復興」の観点から、ＮＰＯ等の参画により協

働で施策等を評価する「県民協働型評価」を活用し、多面的な視点に立った復興施策の評価

と施策の質的向上を図ります。 

 

【「県民協働型評価」とは】 
 

「県民協働型評価」は、岩手県の施策に対する評価企画案を民間の団体等（岩手県内に事務所

を有するＮＰＯ、公益法人、民間企業、大学研究者、学生等のグループ又はこれらの複数の団体か

ら構成されるグループ）から募集し、審査により選定された企画案を提案した団体・グループに対し

て、県の施策の評価と政策提言を委託するものです。 

〔指標のイメージ〕 

○ 「生活基盤の復旧状況」指数 

○ 「人々の活動状況」指数 

※ 指標の作成については、NIRA 研究報告書「東日本大震災 復旧・復興インデックス」

（2011.9）などを参考に、研究機関等との共同開発も視野に検討を進めていきます。 

〔調査のイメージ〕 

○ 調査期間：平成 23 年度から平成 31 年度まで毎年度実施 

○ 調査内容 

 ① 生活全般の満足度 

 ② 復興全般の実感、意識 

 ③ 「復興に向けた 3 つの原則」にかかる実感、意識 

 ④ 大震災津波・復興に関する行動、参加等 
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３ 市町村復興計画等の策定状況 
 

 
 

市町村名 復興基本方針、復興計画等策定（予定）時期 

洋 野 町 

（ ひ ろ の ち ょ う ） 

6/1  復興ビジョン 

7/28  震災復興計画〔計画期間：６年間〕 

久 慈 市 

（ く じ し ） 

5/2  復興ビジョン 

7/22  復興計画〔計画期間：10 年間〕 

野 田 村 

（ の だ む ら ） 

5/27  復興基本方針 

（11 月中旬予定）東日本大震災津波復興計画 

普 代 村 

（ ふ だ い む ら ） 

6/1  災害復興計画基本方針 

9/29  災害復興計画〔計画期間：８年間〕 

田 野 畑 村 

（ た の は た む ら ） 
9/29  復興基本計画〔計画期間：５年間〕 

岩 泉 町 

（いわいずみちょう） 

5/20  震災復興計画（骨子） 

9/16  震災復興計画〔計画期間：９年間〕 

宮 古 市 

（ み や こ し ） 

6/1   震災復興基本方針 

10/31 復興基本計画〔計画期間：９年間〕 

山 田 町 

（ や ま だ ま ち ） 

5/23  復興計画策定に向けた基本方針 

6/30   東日本大震災津波復興ビジョン 

（12 月予定）東日本大震災津波復興計画 

大 槌 町 

（ お お つ ち ち ょ う ） 

6/9   震災復興基本方針 

（12 月予定）震災復興計画 

釜 石 市 

（ か ま い し し ） 

7/11  復興まちづくり基本計画復興プラン骨子 

10/26 復興まちづくり基本計画（中間案） 

（12 月予定）復興まちづくり基本計画 

大 船 渡 市 

（ お お ふ な と し ） 

4/20  復興基本方針 

7/8   復興計画骨子 

10/31  復興計画〔計画期間：10 年間〕 

陸 前 高 田 市 

（りくぜんたかたし） 

5/16  震災復興計画策定方針 

（12 月予定）復興計画 

 岩手県内 33 市町村のうち、復興計画の策定を予定している市町村は、12 市町村と

なっています。 

 このうち、７市町村が 10 月末日までに復興計画を策定済みです。残り５市町村につ

いても、本年中に策定が予定されております。 

（朱書き表示は策定済の計画） 
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Ⅲ 復興に向けた取組  

１ 「安全」の確保 

（１）多重防災型まちづくりの推進 

 現 状  

■ 本県では、東日本大震災津波からの復興に向けた津波対策を検討するにあたり、「岩

手県津波防災技術専門委員会」を設置し、津波対策の方向性、津波対策施設の整備目標、

防災型の都市･地域づくりなどについて検討を進めるとともに、市町村との意見交換や国

との協議を進めてきたところです。 

■ これらの検討を経て、湾の形状や海岸線の向きなどから岩手県沿岸を24の地域海岸に

区分し、平成23年10月20日までに地域海岸毎の堤防高さを設定し公表しました。 

 

 今後の対応方向  

■ 設定した海岸堤防高では、再び東日本大震災津波のような最大クラスの津波が発生した

際には浸水被害を受けることが想定されることから、住民の避難を軸に土地利用、避難施

設の整備などソフト・ハードを総動員する「多重防御」の考え方で減災を図ります。具体

的には、防潮堤、河川堤防、水門、陸こう等の「海岸保全施設」の整備に合わせ、道路や

鉄道の嵩上げにより２線堤や３線堤としての機能を持たせることや、高台移転や地盤の嵩
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上げなどを含む津波防災を考慮した土地利用等の「まちづくり」、避難路の整備や防災教

育等の「ソフト対策」を適切に組み合わせた多重防災型まちづくりを進めていきます。 

■ 湾口防波堤が復旧・整備される久慈港、釜石港、大船渡港の海岸堤防等については、湾

口防波堤との組み合わせを考慮して高さを設定していることから、東日本大震災津波によ

り破壊された湾口防波堤の一刻も早い復旧と、整備中である久慈港の湾口防波堤の早期完

成に向けた取組を進めていきます。 

 

 課 題  

■ 多重防災型のまちづくりを進めていくためには、土地利用調整の簡素化や土地利用規制

等の手続きの迅速化を図るとともに、用地取得手続きの円滑化が必要です。 

■ 被災自治体が進める復興まちづくりに対して、復興が完了するまでの間の継続した国の

力強い財政支援が求められます。 

■ 久慈港湾口防波堤の完成予定年度は平成40年度となっていますが、これを前倒ししての

早期完成が求められます。 

 

（２）市町村における復興計画策定への支援 

 現 状  

■ 市町村においては、地域住民とともに復興計画の策定及びそれを基にした具体的なまち

づくりの検討を進めているところであり、本県は専門家の派遣等の支援を行っています。 

※ 市町村の復興計画策定状況については、p.10を御覧ください。 

 今後の対応方向  

■ 引き続き、市町村の計画作成及び各種復興事業の円滑な実施を最大限支援していきます。 

 

 課 題  

■ 具体的なまちづくり計画の策定や、災害公営住宅建設等の復興事業に実施に当たっては、

多くの専門家が必要となります。従って、関係機関による人的支援の強化が必要不可欠で

す。 

 

（３）災害に強い交通ネットワークの構築 

 現 状  

■ 復興道路として早期完成を提案してきた三陸縦貫自動車道、三陸北縦貫道路、八戸・久

慈自動車道の三陸沿岸地域の縦貫軸及び東北横断自動車道釜石秋田線、宮古盛岡横断道路

の内陸と三陸沿岸地域を結ぶ横断軸については、国が未事業化区間の新規事業採択時評価

を実施し、社会資本整備審議会道路分科会で「新規事業化は妥当」との審議結果が得られ

ました。 

■ 「三陸沿岸道路などの復興道路等の緊急整備」として、国全体で、平成23年度第３次補

正予算案で約721億円（国費）、平成24年度概算要求で約1,088億円（国費）が計上され、
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早期の全線開通に向けて動き出しています。 

■ 県では、三陸沿岸地域の安全・安心を確保するため、復興実施計画において、三陸縦貫自動

車道等の復興道路に加えて、国県道等の復興支援道路、復興関連道路で構成する三陸復興道路

整備事業を推進し、災害に強く信頼性の高い道路ネットワークを構築することとしています。 

■ 三陸鉄道は、約２／３の区間が不通となっています。平成23年11月３日には復旧工事の

起工式が行われ、平成26年４月の全線復旧を目指し工事が進められています。 

 

 今後の対応方向  

■ 復興道路の整備促進のため、復興道路整備促進連絡調整会議により埋蔵文化財調査や保

安林解除等の関係機関協議の迅速化を推進します。 

■ 内陸部から三陸沿岸各都市にアクセスする道路や横断軸間を南北に連絡する道路、水産業を

支援する道路等について、復興支援道路、復興関連道路として交通隘路の解消や防災対策、橋

梁耐震化等を推進します。 

■ 三陸鉄道については、平成24年４月に陸中野田駅～田野畑駅間、平成25年４月に盛駅～

吉浜駅間、平成26年４月に田野畑駅～小本駅間、吉浜駅～釜石駅間の運行再開（全線復旧）

をそれぞれ目指して、復旧工事を進めています。 

1.基本的考え方

　（１）　平成26年4月全線運転再開

復旧計画 線区 運転再開

1次復旧 北リアス線陸中野田 ～ 田野畑 H24.4
2次復旧 南リアス線盛 ～ 吉浜 H25.4
3次復旧 北リアス線小本 ～ 田野畑 H26.4
3次復旧 南リアス線吉浜 ～ 釜石 H26.4

　（2）　第1次～第3次までの復旧計画で施工。北リアス線は、最初に陸中野田～田野畑間の早期開通を目指す。
　　　　南リアス線は、最初に国道との平行区間が少ない（交通インフラに乏しい）盛～吉浜の早期開通を目指す。

　

三陸鉄道全線復旧スキーム

駅　　間
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 課 題  

■ 三陸沿岸道路などの復興道路の緊急整備や三陸鉄道の復旧支援等については、国の第３

次補正予算に東日本大震災津波関係経費として計上されていることから、早期の成立と、

復興事業の迅速な実施が求められます。 

■ 復興道路等の直轄事業の実施には多大な直轄事業負担金が必要となり、地方の財政負担

が大きいことから、直轄事業負担金制度の廃止又は地方負担に対する全額交付税措置等の

全面的な財政支援が求められます。 

■ 復興が完了するまでの間「復興枠」として安定した予算を確保するとともに、直轄事業

を強力に推進するための体制強化が求められます。 

■ 三陸鉄道の全線復旧は、平成26年４月を予定しており、それまでの間、引き続き、国に

よる全面的な財政支援が求められます。 
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（４）産業廃棄物（がれき）の処理 

 現 状  

■ 現在住民が生活を営んでいる近傍にある災害廃棄物など生活環境に支障が出る災害廃

棄物は平成23年７月末までにおおむね移動を完了させました。 

（参考） 

沿岸市町村の災害廃棄物処理の進捗状況 
環境省公表データ（平成 23 年 10 月 25 日） 

市町村名 

がれき推計量（千ｔ） 仮置場への搬入状況 撤去率 

 

うち家屋等
解体による

がれき推計量 
(解体済のも
のを含む) 

仮置場 
設置数 

 

仮置場 
面積 

（ha） 

搬入済量 
(千ｔ) 

※ 

解体を除いた
がれき推計量

に対する搬入
済量の割合 

（％） 

洋野町（ひろのちょう） 15  3 1 3.0  15 100％ 

久慈市（くじし） 96  20 4 5.0 96 100％ 

野田村（のだむら） 140  10 8 6.0 140 100％ 

普代村（ふだいむら） 19  - 2 2.0 19 100％ 

田野畑村（たのはたむら） 86  20 3 4.0 86 100％ 

岩泉町（いわいずみちょう） 42  5 1 4.0 42 100％ 

宮古市（みやこし） 715  140 11 30.0 645 100％ 

山田町（やまだまち） 399  40 16 17.0 302 84％ 

大槌町（おおつちちょう） 709  40 17 31.0 603 90％ 

釜石市（かまいしし） 762  400 11 19.0 327 91％ 

大船渡市（おおふなとし） 756  130 20 24.0 470 76％ 

陸前高田市（りくぜんたかたし） 1,016  90 14 83.0 926 100％ 

計 4,755  898 108 228.0  3,671 92％ 
   ※搬入済量：平成 23 年 10 月 24 日現在で県を通じて把握がなされた仮置場への搬入済量を集計したもの。  

なお、この搬入済量には、家屋等解体により発生したがれきで撤去が完了したものも含まれている。 

 

 今後の対応方向  

■ 生活に支障が出る災害廃棄物以外の災害廃棄物は、平成24年３月末を目途に被災現場

からの移動を完了させます。 

■ 現在、内陸部も含め県内の処理施設での災害廃棄物の処理を進めています。また、沿

岸部に仮設焼却炉を設置する準備を進めるなど、平成26年３月末までに処理を完了する

よう取組を進めていますが、膨大な量の災害廃棄物の全量を期限内に県内で処理するこ

とが困難な状況のため、他の都道府県の協力も得ながら広域処理を進めて行く必要があ

ります。 

■ 広域処理を進めるため、平成23年９月30日に東京都、東京都環境整備公社及び本県の

３者で「災害廃棄物の処理基本協定」を締結し、11月２日には宮古市の災害廃棄物の搬

出が開始され、今年度中に約１万１千トンを受け入れていただく予定です。 
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【災害廃棄物処理の基本方針】 

 

出典：岩手県災害廃棄物処理詳細計画概要版（平成23年8月30日） 

 

 課 題  

■ 広域処理については、他の自治体とも協議を進めているところですが、放射性物質に

対する住民の不安から、多くの自治体が慎重姿勢となっているところです。環境省が５

月16日に公表した「東日本大震災に係る災害廃棄物の処理指針（マスタープラン）」に

も示される処理完了の目途である平成26年３月末までに災害廃棄物の処理を進めるため

に、国による広域的な調整・支援の一層の強化が求められます。 
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２ 「暮らし」の再建 

（１）被災者の生活の安定に対する支援 

 現 状  

■ 応急仮設住宅は、平成 23 年８月 11 日までに必要戸数 13,984 戸全てが完成しました。

また、避難者の応急仮設住宅等への入居が完了し、10 月７日には全ての避難所を閉鎖し

ました。 

 
 

応急仮設住宅の入居（10月28日現在）       

完成戸数 
 

① 

入居済戸数 
 

② 

完成戸数に 
対する入居率 

②／① 

13,984 戸 13,184 戸 94.3％ 

 
応急仮設住宅等の入居状況（10月28日現在） 

 応急仮設住宅 民間賃貸住宅 雇用促進住宅 公営住宅等 合 計 

戸 数 13,184戸 3,364戸 816戸 174戸 17,538戸 

人 数 31,728名 8,636名 2,530名 512名 43,406名 

割合（人数） 73.1％ 19.9％ 5.8％ 1.2％ 100.0％ 

  ※「人数」については、推計値であること。 

 

避難者 

10/7 に全て解消 

※空き戸数 800 戸については、多人数世
帯への供与や他県等応援職員やＮＰＯ
の宿舎に活用。 
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■ 応急仮設住宅については、玄関スロープ、外断熱、風除室等の設置などの環境改善を

進めてきており、現在は、特に寒さ対策に力を入れています。 

■ また、応急仮設住宅団地のコミュニティ形成に向け、緊急雇用創出事業を活用した「仮

設住宅団地支援員」の配置を支援しており、例えば、大船渡市内では、内陸部の北上市

の支援を受け、仮設住宅団地支援員等の雇用を進めているところです。 

■ 被災者への支援に当たっては、相談や問い合わせに一元的かつ柔軟に対応するために、

沿岸４地区（久慈・宮古・釜石・大船渡）に被災者相談支援センターを設置しています。

これら常設のセンターでの相談のほかに、出張相談なども行っています。 

■ さらに、内陸部の市町村では、被災者相談対応・情報発信・内陸部へ避難している被

災者の交流拠点などの機能を有するセンターの開設など、後方支援活動を進めています。 

例えば、一関市にあっては、相談対応や情報発信等の被災者支援の他に、隣接する宮

城県気仙沼市の要請に基づき応急仮設住宅建設用地を提供するなど、市町村や県境を越

えた支援が進められています。 

 

 今後の対応方向  

■ 被災者の相談・問い合わせ等に関しては、多様な相談主体との連携・情報共有を強化

し、より被災者一人ひとりに寄り添った対応ができるよう、積極的な情報発信を進めて

いきます。 

 

 課 題  

■ 被災者の応急仮設住宅等における生活が一定期間続いていくことが見込まれることか

ら、心のケアや健康など様々なきめ細かな支援を行っていくことが求められます。 

■ また、生活再建に向けて、生活再建支援金の拡充や個人の二重債務解消、恒久住宅の

確保に向けた対策や総合的な就業支援が求められます。 
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（２）住宅の再建等に対する支援 

 現 状  

■ 災害公営住宅等を整備するための基礎資料とするため、平成23年７月に仮設住宅入居者

を対象としたアンケート調査を実施しました。 

■ アンケート調査結果では、今後希望する居住形態として「持ち家希望」が約57%、「公営

住宅希望」が約20%となりました。 

■ 県では、これらを踏まえて今後の住宅復興の方向性を検討し、10月５日に被災者に対す

る住宅の供給についての基本方針である「岩手県住宅復興の基本方針」を策定しました。 

 

応急仮設住宅入居者意向調査の概要（平成23年７月実施、岩手県県土整備部調べ） 

 

 周辺環境を含めた居住環境への満足度  

 

 希望する住まいへの転居の時期  

 

 

 希望する居住形態（全年代）  

 

 

 

 

 

 希望する居住形態（年代別） 
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 今後の対応方向  

■ 災害復興公営住宅については、市町村の復興まちづくり計画と調整を図りながら、早

期整備に向けた取組を進めます。 

■ 被災者の大半は、持ち家での再建を希望していることから、被災した住宅の改修や再

建等に対する支援を進めます。 

■ 被災者の住宅確保に向けて、応急仮設住宅の再利用や民間賃貸住宅等の建設の促進を

図ります。 

 

 課 題  

■ 災害復興公営住宅の建設や新たな宅地の造成、提供等を行うための国等の関係機関に

よる支援体制の整備が必要です。 

■ 生活再建支援金の拡充を含めて、被災した住宅の改修や再建等に対する手厚い支援が

必要です。 

 

（３）津波震災孤児等の支援（いわての学び希望基金） 

 現 状  

■ 発災以降、国内外を問わず、企業や個人など様々な方から温かいご支援をいただいて

きました。その中には、「津波・震災孤児のためふるさと納税をしたい」との申し出も数

多くいただいたところです。 

■ そこで、「いわての学び希望基金」を設置し、こうした全国の皆様の善意の寄附を広く

募り、東日本大震災津波により親を失った子ども等が、希望する進路を選択できるよう、

また、勉強やスポーツ・文化活動等に励んだりできるよう、社会に出るまでに必要な「く

らし」と「まなび」に要する資金として援助することといたしました。 

 

 
 今後の対応方向  

■ 子どもたちへの息の長い支援が必要であることから、多くの方々からの長期にわたる

御支援を継続して呼び掛けていきます。 

対象者及び奨学金等の額 
対象者：本県で東日本大震災津波に被災し、著しい被害を受けた幼児、児童、生徒、学生等 

 ＜奨学金等の額＞ 

 ア 小学校就学前   月額 10,000 円 

 イ 小・中学校等に在籍する間   月額 10,000 円 

 ウ 高等学校等に在籍する間   月額 30,000 円 

 エ 大学及び専門学校等に在籍する間   月額 50,000 円 

 オ 一時金   小学校卒業時   50,000 円 
  中学校卒業時  100,000 円 
  高等学校卒業時 300,000 円 

 

平成 23 年 10 月 31 日現在、寄付の申し出件数は、3,175 件、寄付金額は約 20 億 4,200
万円となっています。 
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３ 「なりわい」の再生 

（１）漁業と流通・加工業の一体的な再建に向けた取組 

 現 状  

■ 漁船の共同利用システムを活用し、一部の漁協では５月から採介藻漁業が再開してい

ます。 

■ 県内 111 漁港全てで泊地・航路の漁船利用が可能となるなど、操業再開に向けた動き

が進められています。 

■ 養殖を行ってきた 19 漁協全てで、養殖施設の復旧・整備を進めています。 

■ 定置網は、10 月 31 日までに 70 ケ統（約５割）が再開しています。 

■ 産地魚市場の施設・設備の復旧については、国の補正を活用し、13 市場全てで鮮度保

持タンク、殺菌海水装置等の設備・機械整備を実施し、現在 12 の市場が開場しています。 

■ ヤマト福祉財団「東日本大震災 生活・産業基盤復興再生募金」からの助成金を受けて

「水産加工事業者生産回復支援事業」を実施し、計 107 の事業者に総額 16 億円を助成

することを決定しました。これにより、助成対象事業者においては、サケ関係の加工機

器購入などの準備を行うことができるようになりました。 

 

 

 

【被害の状況】 

● 大震災津波により、本県沿岸部の基幹産業である水産業は、111 漁港のうち 108 漁港が被災。

漁港施設、漁船・漁具、共同利用施設などが甚大な被害を受けました。 

● 県下 24 沿海地区漁協では、多数の組合員が犠牲となったほか、14 漁協で事務所が流出又は全

壊するなど、漁協機能が失われました。 

● 全体の 90%以上の漁船が流失・損壊等被災したほか、漁具についても多くが流失し、漁業者の

生産手段が失われました。 
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 今後の対応方向  

■ 漁業協同組合による共同利用漁船、養殖施設や定置網の整備を進め、サケ漁期やワカ

メ・コンブの収穫期に対応していくとともに、共同利用施設の整備を進めていきます。 

■ 産地魚市場の施設・設備については、国の補正予算を活用し、13市場全てで荷捌き施

設や製氷・貯氷施設の修繕等を実施していきます。 

■ 災害復旧事業等により本格的な漁港等の復旧・整備を進めます。 

 

 課 題  

■ 漁船、漁港、養殖施設、流通、加工施設等、水産業の基盤となる設備・施設が壊滅的

な被害を受けたことから、水産業の両輪である漁業と流通・加工業の一体的な再建が必

要です。生産から流通・加工まで一連の共同利用施設等を対象とし、原形復旧に止まら

ない、施設・設備の本格的な復旧・整備を可能とする支援が求められています。 

また、アワビ等種苗生産施設や漁協事務所の整備などへも更なる支援が求められます。 

■ 漁船や共同利用施設等の基盤整備は、複数年度にわたって段階的・計画的に進める必

要があることから、地域の復興状況を踏まえた支援の継続が求められます。 

 

（２）被災企業の再建に向けた取組 

 現 状  

■ 被災企業の「二重債務問題」を解決するため、国、県、県内金融機関等が連携し、被

災事業者からの相談を受け付ける「岩手県産業復興相談センター」の設立と、被災事業

者の債権買取等を行う「岩手産業復興機構」の設立について、平成 23 年８月７日に合

意が図られたところです。 

■ 「岩手県産業復興相談センター」については、10 月７日に開所し、相談の受け付けを

開始しています。 

■ 仮設の店舗・事業所・工場等については、市町村の要請に基づき中小企業基盤整備機

構が仮設施設整備事業により整備を進めています。10 月 28 日現在県内 126 ヶ所で事業

が始まり、78 ケ所で着工、うち 29 ケ所が完成し、入居企業が営業等をはじめています。 

【復旧の様子】 

  
４月：再開した宮古魚市場の様子 

 

５月：震災後初の天然わかめ漁の様子 
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■ 中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業（以下、「グループ補助」といいます。）

により、水産加工グループを中心に 11 グループ 144 社の支援を行っています。 

 

 今後の対応方向  

■ 「岩手産業復興機構」を設立し、二重債務問題の本格的な対応を行います。 

■ 国の予備費活用に対応したグループ補助の追加実施により、被災企業の再建を推進し

ます。 

 

 課 題  

■ グループ補助については、今後も本格的な復興に向け事業計画を準備したいとする事

業者が出てくることが予想されており、来年度以降の事業継続が求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組を進めるうえでの共通的な課題 

復興事業を迅速かつ着実に進めるためには、被災地のまちづくりや災害公営住宅

の建設等ハード事業を担う技術者や、被災者の心身の健康を守る保健活動等ソフト

事業を担う人材など、多くの専門的知識を有する方々の協力が必要となります。 

現在、国、全国の都道府県、市町村などから多くの職員を派遣いただいていると

ころですが、被災地の復興のために、今後とも関係機関による継続した人的支援と

その強化に御理解と御協力をお願いします。 



 

 

 

岩手は必ず復興を果たします。 

引き続きの御支援、御協力をお願いいたします。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

岩手県 
http://www.pref.iwate.jp/~hp0212/fukkou_net/ 
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